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令和４年４月 18 日 

文 教 常 任 委 員 会 

教 育 委 員 会 

 

 

教育委員会行政組織の改正について 

 

 

第３期ひょうご教育創造プランの基本理念である「兵庫が育む こころ豊かで

自立する人づくり」のもと、変化に柔軟に対応し、社会を創造し、先導できる

「未来への道を切り拓く力」の育成をめざして、兵庫の特色ある教育を積極的

に推進するため、機動的で効率的な体制を整備した。 

   

 

  ① 令和４年度は、県立高等学校及び特別支援学校の教育改革とともに、義

務教育では兵庫型学習システムの推進など将来にわたる教育課題に取り組

むスタートの年となるため、総括役である次長体制を強化し、教育職の次

長を県立学校担当と市町支援担当（義務教育）とし、行政職（管理担当）

との３人体制とする。 

  ② 教員志望者が減少する中、本県が選ばれる教育現場となるよう働きがい

のある学校づくりを推進するとともに、採用から資質向上まで一貫した養

成を一層推進できるよう、「教職員課」を「教職員企画課」と「教職員人事

課」に改編する。 

  ③ 障害種別に応じて実効性のある教育が実現できる環境整備を一層推進す

るため、特別支援教育課に「環境整備推進官」を設置する。 

  ④ ＷＭＧ（ワールドマスターズケームズ）2021 関西の開催延期を踏まえ、

スポーツ振興課に担当を設置し、ＷＭＧ2021 推進課を廃止する。 

  ⑤ 課参事が担う職務を明確にするため、「高校教育課参事（高校教育改革担

当）」を「高校教育改革官」に、「スポーツ振興課参事（神戸マラソン担当）」

を「マラソン担当官」に呼称を改める。 
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          令和３年度                  令和４年度  

  



令和４年４月 18 日  

文 教 常 任 委 員 会  

総 務 部  

 

 

総務部教育課の組織改正 

 

 

  政策課題への的確な対応、所掌範囲および責任の所在の明確化、施策の効率的・

効果的な執行を図ることができる体制の構築に向け、本庁部体制が５部体制から 12

部体制へと移行したことに伴い、新たに「総務部」を設置し、総務部長を補佐する

職として次長を新設する。  

 あわせて、教育課内に設置されていた大学室を廃止し、兵庫県立大学の新たな取

組や芸術文化観光専門職大学の円滑な運営に対する支援に加え、県内大学と県政と

の連携強化や大学間交流の推進を図るため、新たに「大学振興官」を設置する。 

 

 

 【参考】 
 

令和３年度 

企画県民部 

  企画県民部長   
    管理局長 

           
教育課    

  
 

         
大学室 

               参事 (科学振興担当) 

 [科学振興課長が兼務]    
  

    
 

 

令和４年度 

総務部 

  総務部長   
    次長 

           
教育課    

  
 

         
大学振興官    

  
    

 

 



 

 

                                                                                                  

                                                                                                        

 

 

 

 

児童生徒の体力つくりと健康教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

令和４年４月 
                    

  

 

兵庫県教育委員会 
 

体 育 保 健 課 
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令和４年度  体育保健課 施策体系表 
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Ⅰ 体力・運動能力向上の推進 

 

  「積極的に運動する子とそうでない子の二極化傾向」「体力水準が高かった昭和60年

頃と比較すると依然として低い状況」等が指摘される現状を踏まえ、体育・スポーツ活

動の楽しさや喜びを味わわせることにより、運動習慣を身に付け、豊かなスポーツライ

フを実現するため、学校体育、部活動の充実、健康増進施設の管理運営に取り組む。 

 

１ 学校体育指導者の資質の向上                                       3,092千円 

学校体育指導者の資質向上を図るため、学習指導要領に基づいた指導内容の理解、

授業改善・工夫につながる効果的な指導法についての各種研修会等を実施。 

 

(1) 幼稚園・小学校教員体育実技指導力向上事業  

 幼稚園・小学校教員等の指導力及び実技能力の向上を図るため、幼児期から小学

校までの発達段階に配慮した指導内容及び指導方法の研修を実施する。 

期  日  令和４年６月～12月 

場  所  県内５カ所 

内  容  実技講習（幼児の運動遊び、ボール運動等） 

      研究協議（運動、運動遊びの効果的な取組） 

対  象  幼・小教員等（令和３年度参加実績 138名）  

 

(2) 兵庫県学校体育実技指導者講習会 

体育担当教員の運動技能の習得と指導力の向上を図るため、国の「体育・保健体

育指導力向上研修」等を受講した教諭を講師として実技講習会を実施する。 

期   日  令和４年８月18日～19日 

場  所    神戸常盤アリーナ（県立文化体育館） 

内  容   実技講習（器械運動、陸上競技、体つくり運動、球技等） 

対  象  幼・小・中・高・特別支援学校教員等（令和３年度 中止） 

 

(3) 兵庫県学校体育研究発表大会 

県内各地区及び各校種間の交流と連携を深め、教員の資質向上を図るため、学校

体育の実践発表と研究協議を実施する。 

期   日  令和５年２月２日 

場  所    兵庫県看護協会・兵庫県民会館 

内  容   講演、分科会（研究発表・研究協議） 

対  象  小・中・高・特別支援学校教員等（令和３年度 紙面開催） 

 

(4) 学校体育実技（武道）認定講習会 

教員の武道（柔道及び剣道）の実技能力の向上と部活動の指導者の養成を図るた

め、技能・指導法・審判法などの理論と実技の研修を実施する。 

期  日  柔道：令和４年８月３日～４日 

 剣道：令和４年８月８日～10日 

場  所    県立武道館（柔道、剣道共に同会場） 

内  容  講義（初心者に対する指導、指導計

画等）、実技（段階的指導等）、昇

段審査 

対  象  小・中・高・特別支援学校教員等

（令和３年度参加実績 50名） 
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(5) 武道等指導充実・資質向上事業における武道等指導推進員派遣 

中学校の体育授業における、我が国の伝統文化である武道等の指導を充実するた

め、多様な武道種目の指導内容や指導方法等の工夫について実践研究を行う。 

期  日  令和４年５月～令和５年１月 

派 遣 者  県競技団体（柔道・剣道・なぎなた・少林寺拳法・ダンス）が推

薦する地域の指導者 

内  容  中学校武道（柔道・剣道・なぎなた・少林寺拳法・ダンス）担当

教員とのティーム・ティーチング 

対  象  外部指導者の派遣を希望する公立中学校 

      （令和３年度派遣実績 ４中学校） 
  

 

 

 

 

 

 

 

(少林寺拳法)        （柔  道）        （なぎなた） 

 

(参考) 

 令和３年度 中学校武道実施種目（令和３年５月調査）※全257校（義務教育学校校規含む） 

種目 柔道 剣道 相撲 なぎなた 空手道 複数種目※ 

学校数 127校 105校 １校 ２校 １校 21校 

割合 49.4% 40.9% 0.4% 0.8% 0.4% 8.2% 

※ 複数種目 ｢柔道＋剣道｣｢柔道＋剣道＋相撲｣｢剣道＋相撲｣｢柔道＋なぎなた｣｢柔道＋少林寺｣ 

        ｢柔道＋相撲＋空手道｣｢剣道＋空手道｣「柔道＋空手道」 

 

(6) 学校体育実技ダンス講習会 

ダンスの特性を理解するとともに、ダンスへの苦手意識を払拭し、指導力の向上

を図るため、創作ダンス・フォークダンス・現代的なリズムのダンスなどの理論と

実技の研修を実施する。 

期  日  令和４年８月３日～４日 

場  所  県立武道館 

内  容  講義（創作ダンス･現代的なリズムの

ダンス等の理論）、実技（段階的指

導） 

対  象  ダンス・表現運動担当教員等 

（令和３年度参加実績 49名） 

 

(7) 県立学校訪問指導 

学校の実態把握と保健体育の指導内容の充実を図るため、指導主事が県立高等学

校を訪問し、学習指導要領に関する助言や、安全管理や保健体育の研究授業の指導

等を行う。 

期  日  年間随時 

内  容  研究授業、研究協議、運動部活動指導の視察 等 

対  象  33校（令和３年度訪問実績 33校） 
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２  児童生徒の体力つくりの推進                       5,196千円 

教育活動全体を通じて体力・運動能力の向上を図るため、本県の児童生徒の体力・

運動能力に関する調査や指導者派遣等、多面的・効果的な取組を実施。 

 

(1) 児童生徒体力・運動能力調査                        （980千円） 

本県の児童生徒の体力・運動能力の実態を把握し、今後の指導及び施策の基礎資

料を得るため、体力・運動能力の調査を行う。 

 

ア 全国体力・運動能力、運動習慣等調査（スポーツ庁調査） 

内  容  新体力テスト（生活実態に関する調査を含む） 

対  象   小学校５年生及び中学校２年生の男女（悉皆調査） 

      ○体力合計点の平均値（８種目／満点８０点）         （単位：点） 

     ※ 令和２年度は中止のため実績値なし 

 

     〇「運動やスポーツをすることが好き」な児童生徒の割合   （単位：％） 

 
男  子 女  子 

県 全 国 
全国と県の差 
県－全国 

県 全 国 
全国と県の差 
県－全国 

小学校 

５年生 

R3の値 69.10 67.90 1.2 54.10 53.20 0.9 
R1の値 72.50 71.20 1.3 55.50 55.60 -0.1 

R1との比較 -3.4 -3.3 - -1.4  -2.4 - 

中学校 

２年生 

R3の値 62.50 60.10 2.4 44.60 42.90 1.7 
R1の値 63.60 62.50 1.1 47.70 46.80 0.9 

R1との比較 -1.1 -2.4 - -3.1 -3.9 - 

                        ※ 令和２年度は中止のため実績値なし 

 

イ 兵庫県児童生徒体力・運動能力調査 

調査校数   小学校 183校 中学校 100校 高等学校 34校 39,622人 

 (Ｒ元 小学校 83校 中学校 103校 高等学校 32校 37,788人) 

内  容   新体力テスト（生活実態に関する調査を含む） 

対  象   小・中・高等学校全学年の男女（抽出調査） 
 

（参 考）第３期ひょうご教育創造プラン～「健やかな体」の育成～達成状況 

【指標】 

施 策 指 標 名〔出 典〕 
令和３年度 

目標値 

令和３年度 

実績値 

令和４年度 

目標値 

令和５年度 

目標値 

体力・運動能

力向上の推進 

新体力テスト総合評価（Ａ＋Ｂ）の割合 

【小中：全国体力・運動能力、運動習慣等調査(国)】 

【高 ：兵庫県児童生徒体力・運動能力調査（県）】 

小37.0% 

中45.5% 

高57.1% 

小29.5% 

中38.0% 

高54.4% 

小37.9% 

中46.4% 

高58.3% 

小39% 

中48% 

高60% 

                             ※ 令和２年度は中止のため実績値なし 

 

 
男  子 女  子 

県 全 国 
全国と県の差 
県－全国 

県 全 国 
全国と県の差 
県－全国 

小学校 

５年生 

R3の値 51.58 52.53 -0.95 52.92 54.66 -1.74 
R1の値 52.63 53.61 -0.98 53.75 55.59 -1.84 

R1との比較 -1.05 -1.08 - -0.83 -0.93 - 

中学校 

２年生 

R3の値 39.41 41.05 -1.64 46.83 48.41 -1.58 
R1の値 39.87 41.69 -1.82 48.66 50.22 -1.56 

R1との比較 -0.46 -0.64 - -1.83 -1.81 - 
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(2) 「体力アップひょうご」サポート事業                          （4,216千円） 

本県児童生徒の体力・運動能力の現状及び課題の把握・分析、今後の体力向上に

向けた取組の在り方を検討するため、有識者等からなる専門家会議を開催する。 

また、小学生の体力向上及び教員の指導力向上を図るため、各小学校の児童の体

力の現状を踏まえたニーズに応じて体力アップサポーターを派遣する。 

加えて、体力向上に向けた取組への意識の高揚を図るため、体力向上の成果が見

られた取組を実践した小・中学校を表彰する。 

 

ア 体力アップサポート専門家会議の開催 

構 成 員 学識経験者、地域指導者、中・高等学校教員、行政関係者等 

内  容 ・体力・運動能力の現状及び課題の分析・検討 

     ・体力アップサポーター派遣に関する課題への助言、事業評価 

・体力アップスクール表彰受賞校の審査 

回  数   ３回（９月・12月・３月） 

 

イ 体力アップサポーターの派遣 

派 遣 者  専門的指導力を有する地域の指導者 

 中・高等学校の保健体育科教員 

派 遣 先  小学校60校（派遣回数：１校12回） 

 （令和３年度実績 小学校72校） 

業務内容  ・体育授業及び学校教育活動における指導 

      ・新体力テストの正しい測定方法等の指導助言 
 

ウ 「体力アップスクール表彰」の実施 

期  日  令和５年２月２日 

 （兵庫県学校体育研究発表大会で表彰） 

場  所  兵庫県民会館 

内  容  体力向上に向けて優れた実践を行い、成果をあげた小・中学校を

表彰 

対  象  小・中学校10校程度（令和３年度表彰実績 小学校６校） 
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（参 考）動画を活用した取組 

  体育保健課ホームページに、動画サイトを開設し、投能力向上をはじめとした指導法をまとめ

た短編の動画集を公開、活用促進を図ることで、教員の指導技術を高め、体力を向上させる。 

１ 「３分間で分かる小学校体育授業」 

  投能力の向上を題材として、小学校低学年に対する「ボールを投げるコツ」の指導方法の要

点を系統的にとりまとめた。 

２ 「サポーター動画集」  

体力アップサポーターが実施した器械運動（跳び箱、マット等）、水泳（泳法等）などの効果

のある指導法をまとめた。 

 ３ 「運動プログラム（DVD）」 

運動プログラムの必要な項目を授業中、その場で活用できるように短く再編集した動画をまと

めた。 

 

 

 

３ 運 動 部 活 動 の 充 実                      53,801千円 

教育活動の一環として、生徒に広くスポーツ活動の機会を与え、心身共に健全な生

徒を育成するとともに、体育・スポーツの振興を図るため、各種大会の開催や適切な

運動部活動の在り方を示した「いきいき運動部活動（４訂版）」に基づいた活動の徹

底及び、外部人材等を活用した教職員の負担軽減の観点も考慮した取組を推進。 

 

(1) 兵庫県中学校・高等学校総合体育大会             （5,182千円） 

ア 中学校総合体育大会 

期  日  夏季競技：令和４年７月21日～30日（10日間） 

 冬季競技：駅伝（11月20日）・スキー（１月11日～13日） 

場  所  夏季競技：神戸・淡路地区 他 

 冬季競技：但馬地区 

種 目 数  18種目 

出場者数  約9,000人 

 

イ 高等学校総合体育大会  

期  日  集中開催期間 ：令和４年６月３日～５日（３日間） 

 その他開催期間：令和４年９月３日～令和５年１月17日 

 （アメリカンフットボール・ラグビー・駅伝・スキー） 

場  所  県内各地 

種 目 数  36種目 

出場者数  約33,000人 
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(2) 各種全国大会 

ア 全国中学校総合体育大会 

期  日    令和４年８月17日～８月25日  

場  所  北海道・東北ブロック 

 (北海道、青森県、秋田県、岩手県、 

 山形県、宮城県、福島県) 

 

イ 全国高等学校総合体育大会 

期  日   令和４年７月23日～８月23日 

場  所   四国ブロック 

 （徳島県、香川県、愛媛県、高知県、

和歌山県） 

 

(3) 県立学校部活動指導員配置事業                （14,577千円） 

県立学校の部活動を担当する教員の業務負担の軽減や、専門的な技術指導を受け

られない生徒への指導の充実のため、部活動の指導や大会引率等が単独でできる部

活動指導員を派遣する。 

人  数  55名（令和３年度実績 55名） 

派 遣 先  県立学校 

日  数  70日/年（令和３年度実績 70日/年） 

業務内容  部活動の顧問として、単独での指導や大会引率等 

 

(4) 中学校部活動指導員配置事業（文部科学省補助事業）      （30,242千円） 

中学校における部活動指導体制の充実を図り、部活動を担当する教員の業務負担

の軽減を図るとともに、部活動指導の質的な向上を図るため、部活動指導員を配置

する市町に対して経費の一部を補助する。 

 

配 置 数  29市町組合 166名（令和３年度実績 25市町組合 124名） 

配置市町 

地区 市町名 

阪神 尼崎市、西宮市、芦屋市、川西市、三田市、猪名川町 

東播磨 明石市、播磨町、西脇市、加東市、多可町 

西播磨 
神河町、福崎町、市川町、相生市、たつの市、赤穂市、宍粟市、

太子町、姫路市 

但馬 朝来市、豊岡市、養父市 

丹波 丹波篠山市、丹波市 

淡路 洲本市、淡路市、南あわじ市、南あわじ市・洲本市小中学校組合 

（令和４年度新規配置市町はゴシックで表記） 

 

補助割合  ２／３（国１／３、県１／３） 

業務内容  部活動の顧問として、単独での指導や大会引率等 
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重(5) 中学校運動部活動の地域移行検討事業（スポーツ庁委託事業） （3,800千円） 

令和５年度から休日の部活動の段階的な地域移行を円滑に行うため、拠点校（地

域）における実践研究を実施し、地域ごとのさまざまな成果や課題を検証する。 

また、部活動における教員の負担軽減に加え、生徒にとって望ましい持続可能な

運動部活動を実現するため、拠点校（地域）での実践報告会や市町説明会等を実施

する。 

 

ア 拠点校（地域）への人材の配置事業 

配置市町  ２市町（西宮市、播磨町） 

補助経費 140万円／１市町（予定） 

業務内容 市町の指導のもと、運営主体となる団体が複数の運動部活動の休 

日の部活動を地域指導者が指導する体制の整備及び課題の検証。 

 

イ 運動部活動専門家会議の設置 

構 成 員 学識経験者、拠点校（地域）関係者等 

回  数 年３回 

内    容 拠点校（地域）事業の検証、アンケート結果の分析等 

 

ウ 実践報告会の開催 

参 加 者 市町教育委員会担当者等 

回  数 年１回 

内    容 拠点校（地域）での実践発表 

 

エ 市町説明会の開催 

参 加 者 市町教育委員会担当者等 

回  数 ５回（県内５地域） 

内    容 休日部活動の段階的な地域移行に向けた取組方法等 
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（参 考）いきいき運動部活動（４訂版）の概要 
１ 適切な休養日等の設定 
○ 学期中は週当たり２日以上の休養日を設定する。 

〔平日及び土日等の休業日にそれぞれ１日以上設定〕 
 

 ○ １日の活動時間は、平日２時間程度、土日等の休業日は３時間程度とする。 
※ 高等学校においては、高体連・高野連主催の公式戦（総体・新人大会・選抜大会）及び、

公式戦直前の練習等やむ得ない事情により、上記休養日の設定が行えない場合に限り、校長
の判断の下、活動日を設定することができる。 

その際の休養日については、活動日設定週の期間の翌週から４週間以内で、平日は平日、
休業日は休業日に速やかに設定することを基本とする。また、公式戦等が連続するなど、特
別な事情により前述４週間以内の休養日の設定ができない場合に限り、それぞれの活動日の
設定期間直後の翌週から16週のできるだけ早い時期に、平日は平日、休業日は休業日に休養
日を設定する。なお、これらのいずれの場合にあっても週当たりの活動時間は16時間を超え
ない。 
 

○ 長期休業中などを利用し、ある程度の長期オフシーズンを確保すること。 
 

２ 熱中症への対策 
○ 練習前及び活動季節や時間帯によっては、必要に応じて適宜、気温・湿度

を確認し、「熱中症予防運動指針」(公益財団法人日本スポーツ協会)に示さ
れる環境条件の評価を参考に、運動の可否を判断 

 
３ 適切な運営のための体制整備 
（市町組合教育委員会） 
○ スポーツ庁ガイドラインに則り、いきいき運動部活動（４訂版）を参考

に、「設置する学校に係る運動部活動の方針」を策定する。 
 
○ 各学校の生徒や教師の数、部活動指導員の配置状況や校務分担の実態等を踏まえ、部活動指導

員を積極的に任用し、学校に配置する。なお、部活動指導員の任用・配置に当たっては、任用前
及び任用後の定期において研修を行う。 

 
（学校） 
○ 校長は学校の設置者が策定する運動部活動の方針に則り、毎年度、活動方針を策定し、活動計

画等とあわせてホームページ等で公表する。 
 
○ 運動部顧問は、年間活動計画及び月間活動計画・活動実績を作成し、校長に提出する。 
 
○ 校長は月間活動計画及び実績の確認等により、各運動部の活動内容を把握し、適宜、指導・是

正を行う等、業務改善及び勤務時間管理等を行う。 
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４ 健康増進施設の管理運営                                     643,436 千円 

  体育･スポーツの振興を通じ、青少年はじめ県民の健康で文化的な生活の向上を図る

ため、県民のスポーツ・体力つくりの場として、総合体育館をはじめ９施設を運営管理。 

 
   (1) 健康増進施設一覧 

名  称 総 合 体 育 館 神戸常盤アリーナ 
（県立文化体育館） 海 洋 体 育 館 

所 在 地 西宮市鳴尾浜 1-16-8 神戸市長田区蓮池町 1-1 芦屋市浜風町 30-2 

設 置 年 度 昭和 60 年度 昭和 60 年度 昭和 59 年度 

設 置 目 的 体育･スポーツの振興を通じ、県民の健康で文化的な生活の向上に寄与する。 

施 設 概 要 
     

大体育室 

（1,805 ㎡／3,560 席）   

中体育室（825 ㎡） 

小体育室（578 ㎡）      

格技室（309 ㎡×2）   

トレーニング室     

ランニングデッキ(100ｍ） 

体力相談検査室     

研修室（第１～第４）  

和室会議室（第１～第３） 

宿泊室（和・洋） 
 

 

 

宿泊収容人員（400 人） 

本館           

多目的ホール 

（1,921 ㎡／2,814 席） 
  小ホール（165 ㎡） 
  研修室（Ａ・Ｂ・Ｃ）  

会議室（和・洋）            

スポ－ツ館         

体育室（873 ㎡） 
  柔道場（84 畳） 
  剣道場（190 ㎡） 
  多目的室（149 ㎡） 
トレ－ニング室  
ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｰｽ（110ｍ） 

温水プ－ル(25ｍ×7 コ－ス） 

研修室（60 人） 

会議室（２室）    
和室会議室（10畳） 
ミーティングルーム   

艇庫（２棟）   

陸置場（232 艇）   

立置きラック（135 艇） 
ボートリフト（最大積載 4.8 トン）

貸出用ヨット（43 艇）    

〃 ボート（8艇）    

〃 カヌー（120 艇）   
救 助 艇（３艇）  

主 な 事 業 
 

各種スポーツ教室の開設 
スポーツ医事相談 
指導者養成研修       
 

各種スポーツ教室の開設 
スポーツ医事相談 
各種文化講座の開設    
計画修繕（令和２年度～）等 

ヨット教室の開設 
カヌー教室の開設 
指導者養成研修       等 

指定管理者 ひょうごスポーツライフグ
ループ 
（代表者） 

国際ライフパートナー（株） 
（構成団体） 
  （株）ウエルネスサプライ 
 コナミスポーツ（株） 
 指定期間：令和 2～6年度 

兵庫県立文化体育館ファシリ
ティ共同体 
（代表者）アシックススポーツファシ

リティーズ（株） 
（構成団体） 

（公財）兵庫県スポーツ協会 
（株）ビークルーエッセ 
（株）明治スポーツプラザ 
指定期間：令和 3～7 年度 

（公財）兵庫県スポーツ協
会 
指定期間：令和 2～6 年度 

利用状況 

 (R2 年度) 

利用延人数     78,876 人 

[主な内訳] 

 体育館      49,736 人 

 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室      7,917 人 

 宿泊室        693 人 

 ｽﾎﾟｰﾂ教室     7,354 人 

利用延人数     308,547 人 

[主な内訳] 

 ｽﾎﾟｰﾂ施設     157,942 人 

 多目的ﾎｰﾙ等   86,512 人 

 ｽﾎﾟｰﾂ･文化講座 31,416 人 

利用延人数   37,529 人 

[主な内訳] 

 貸艇利用      4,813 人 

 置艇利用     27,222 人 

 講座受講者      174 人 

当初予算額 
（R4 年度） 81,057 千円 

137,552 千円 
神戸常盤アリーナ利用促進事業 

（ﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ料活用)3,023 千円含む 
29,104 千円 
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名  称 武  道  館 弓 道 場 神戸西テニスコート 

所 在 地 姫路市西延末 504     明石市明石公園 1-27 神戸市西区玉津町森友 7-1 

設 置 年 度 平成 14 年度 昭和 63 年度 
平成９年度 

※明石西公園廃止に伴い、平成 24
年度から教育委員会に移管 

設 置 目 的 体育･スポーツの振興を通じ、県民の健康で文化的な生活の向上に寄与する。 

施 設 概 要 第一道場ブロック 
 競技面数４面（檜床） 
 観客席（1,980 席） 
 床転換システム 
 大型映像装置 
 会議室 
 救護室 
第二道場ブロック 
  競技面数８面（杉床） 
 観客席（1,034 席） 
共用ブロック 
  エントランスホール 
  展示情報コーナー 
  トレーニングルーム 
 研修室 
 和室  

射場 
  近的射場（10 人立）    
 遠的射場（６人立）    
 事務室    
 控 室    
 あづち    
 矢取道    
 観覧席（120 席） 

管理棟（R4.4 供用開始） 

 会議室 
 更衣室 
 巻き藁練習場 

テニスコート（７面）  
（夜間照明有）  
クラブハウス   
 更衣室   
 休憩スペース 

主 な 事 業 武道講座の開設 
指導者養成事業 
武道に関する相談事業 等 

弓道講座の開設 
指導者養成研修       等 

テニス講座の開設 

指定管理者 兵庫県スポーツ協会武道館
グループ 
（代表者）（公財）兵庫県スポーツ協

会 
（構成団体） 

シンコースポーツ兵庫（株） 
日本空調サービス（株） 
指定期間：令和 3～7 年度 

（公財）兵庫県スポーツ協会 
指定期間：令和 3～5 年度 

（株）ＩＴＣ 
指定期間：令和 3～7 年度 

利 用 状 況 
(R2 年度) 

利用延人数    141,674 人 

[主な内訳] 

第一道場      41,682 人 

第二道場      55,130 人 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室   24,418 人 

 武道等講座   4,450 人 

利用延人数     13,259 人 

[主な内訳] 

 団体利用      9,830 人 

 個人利用      1,204 人 

 講座受講者    294 人 

利用延人数    58,239 人 

[主な内訳] 
貸しｺｰﾄ利用 46,506 人 

講座受講者   11,140 人 

当初予算額 
（R4 年度） 141,878 千円 6,531 千円 （還付金 5,440 千円） 
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名  称 兎和野高原野外教育センター 奥 猪 名 健 康 の 郷 円 山 川 公 苑 

所 在 地 美方郡香美町村岡区宿字 
兎和野 791-1 

川辺郡猪名川町杉生字 
奥山 1-22 豊岡市小島 1163 

設 置 年 度 昭和 43 年度 平成４年度 昭和 62 年度 

設 置 目 的 野外活動を通じて、健全な青

少年を育成する。 
青少年をはじめ、広く県民の

心身の健全な発達に寄与す

る。 

勤労青少年の文化・スポーツ

及びレクリエーション活動

を促進し、広く県民の福祉の

増進を図る。 

施 設 概 要 管理棟 
 宿泊室（184 人） 
 体育館（490 ㎡） 
食堂・浴室棟 
野外学習棟（214 ㎡） 
キャンプ場（460 人） 
 第１キャンプ場［160］ 
  第２キャンプ場［150］ 
  第３キャンプ場［100］ 
 第４キャンプ場［050］ 
集会棟 （370 ㎡） 
運動広場（12,800 ㎡） 
木の殿堂（2,471 ㎡） 
 
宿泊収容人員（644 人） 

管理棟         

宿泊室（82 人）     

集会室（Ａ・Ｂ）   

浴室棟         

鉱泉浴室（男・女）  

体育館（636 ㎡）      

ロッジ（５棟／100 人）  

屋外炊事棟（115 ㎡）   

屋外便所棟       

テニスコート（２面）  

イベント広場      

親水広場                             

宿泊収容人員（182 人） 

本館          

美術館（297 ㎡）     

会議室（45 人） 
プール兼スケート場     

プール（50ｍ×８コース）  

スケート（60ｍ×30ｍ） 

ボートヤード      
 カヌー （27 艇）    

カヤック（147 艇）   

カッター（７艇） 

 救助艇 （２艇）    

芝生広場（5,500 ㎡） 

主 な 事 業 自然学習、集団生活指導 
指導者養成研修        等 

自然学習、集団生活指導 

指導者養成研修         

計画修繕（令和元年度～）等  

各種スポーツ教室の開設 

指導者養成研修 

美術展の開設          
計画修繕（令和２年度～） 等 

指定管理者 香美町 

指定期間：令和 4 年度 

奥猪名みらい創造プロジェ
クト 
（代表者） 
国際ライフパートナー（株） 
指定期間：令和 3～7 年度 

兵庫県スポーツ協会円山川
公苑グループ 
（代表者）（公財）兵庫県スポーツ協

会 
（構成団体）（株）加藤商会 
指定期間：令和 3～7 年度 

利 用 状 況 
 (R2 年度) 

利用延人数     11,287 人 
[主な内訳] 

宿泊室       463 人 
キャンプ場     874 人 
木の殿堂      6,767 人 

利用延人数    72,484 人 
[主な内訳] 

 体育館･集会室  3,306 人 
 ﾛｯｼﾞ･宿泊室   23,235 人 
 テニスコート  6,893 人 

 浴場     36,494 人 
  

利用延人数    45,495 人 
[主な内訳] 

 ﾌﾟｰﾙ･ｽｹｰﾄ     10,001 人 
 ﾎﾞｰﾄﾔｰﾄﾞ      11,762 人 
 芝生広場    12,915 人 

 美術館      9,277 人 

当初予算額 
（R4 年度） 92,041 千円 59,506 千円 95,728 千円 
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(2) 健康増進施設の計画修繕実施 
築 20 年程度の施設について、施設寿命を延伸するため、建築・設備等の予防的な 

修繕を実施 
 

ア 令和元年度着手 

施設名 内容 

奥猪名健康の郷 設計：令和元～２年度、工事：令和２～３年度 

 

イ 令和２年度着手 

施設名 内容 

神戸常盤アリーナ（県立文化体育館） 設計：令和２年度、工事：令和３年度 

円山川公苑 設計：令和２年度、工事：令和３年度 

 

ウ 令和４年度着手 

施設名 内容 

武道館 設計：令和４年度、工事：令和５年度 
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（参 考）健康増進施設の管理運営の状況 

 
（注）１「指定管理制度移行前年度実績」欄…指定管理に移行する前の管理最終年度の数値を記載。

当該欄の「武道館利用者数」は、指定管理移行前年度（H21）に高校総体等２つの全国大会

を開催し利用者数比較が困難なため、H20 数値を記載。 
     ２「指定管理料等」欄…公募前施設は指定管理料（委託料）＋県派遣職員人件費 
     ３「利用料金収入等」欄…自主事業収入を含む 
     ４「比較（％）」欄…令和元年度実績を指定管理制度移行前年度実績と比較とする 

 
 
 



19 

 

Ⅱ 食育の推進 
 

   偏った栄養摂取、朝食欠食など食習慣の乱れや肥満、痩身傾向等の食に関する健康課

題、食文化の継承の重要性等の現状を踏まえ、食事の重要性や喜び、楽しさ等を理解する

ことにより、生涯にわたる望ましい食習慣の形成や食に関する自己管理能力を育成する

ため、学校教育活動全体を通した食育の推進、家庭や地域等と連携した事業に取り組む。 
 
 １  学校における食育の推進                                            754千円 
   栄養教諭をはじめ、教職員の資質向上を図るため、教職員用手引書

「学校における食育実践プログラム（改訂版）」や「食育ハンドブッ

ク」に基づいた、具体的な実践内容や指導方法についての各種研修会、

県学校給食・食育支援センター等と連携した研究事業を実施。 

 

 (1) 学校教育活動全体で行う食育の推進 
    学校教育活動全体を通じた食育を推進するため、食育の目標設

定、実践、評価等の方法を検討する有識者会議を開催する。また、

従来の研修に加え、高等学校での食育の推進を図るため、高等学校

教職員を対象とした研修会等を開催する。 

    

ア 食育実践推進に関する有識者会議の開催 
     構 成 員  学識経験者、学校関係者等  
      回  数  年３回 

     内  容  学校教育活動全体を通じて行う食育実践方法の検討・周知 

           小学校から高等学校までの継続的な食育推進の検討 等 
     

イ 高等学校食育実践モデル校の指定（兵庫県学校給食・食育支援センターとの共催事業） 

   指 定 校  県立高等学校３校 
   回  数  食育の実践事例や学校教育活動全体を通じた食育を推進するため

の指導体制の整備についての調査研究等 
  
     ウ 「食に関する指導」推進研修会の開催 

     対  象  高等学校教職員 

     回  数  年１回 

     内  容  教職員用手引書「高等学校における食に関する指導」を活用した

高等学校での食育の推進 

   

    エ 食育推進校の指定（兵庫県学校給食・食育支援センターとの共催事業） 

     指 定 校  ７校（小・中学校６校、特別支援学校１校） 

     内  容  各校の児童生徒・地域性等を考慮した実践研究 
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   オ 学校食育実践研究大会（地区大会）（兵庫県学校給食・食育支援センターとの共催事業） 

     期  日  令和４年６月～令和５年２月 

      場  所  県内６地区（各教育事務所単位） 
      内  容  各地区における食育実践発表 等 
     対  象  市町教育委員会関係者、学校管理職、食育担当者 

栄養教諭・学校栄養職員、保護者、地域住民 等 

（令和３年度参加実績 491人 一部紙面開催） 

 

カ 食育講演会（兵庫県学校給食・食育支援センターとの共催事業） 
         期  日  令和４年８月（２回） 

         場  所  未定（神戸会場、姫路会場） 

     参加人数  約400人（令和３年度 紙面開催） 

     内  容  講演・実践発表（令和３年度食育推進校 ２校） 
     対  象  小・中・高・特別支援学校の教職員、教育事務所・市町組合教育委

員会関係者 
 
   (2) 栄養教諭を中核とした食育の推進 

栄養教諭による食育の一層の充実を図るため、食に関する効果的な指導方法につい

ての各種研修を実施する。 
 

   ア 栄養教諭実務研修会（兵庫県学校給食・食育支援センターとの共催事業） 
      栄養教諭としての専門的知識を深め、実践的な指導力の向上を図る。 

     期  日  令和４年11月 
     場  所  未定 
     内  容  栄養管理、衛生管理、食に関する指導 等 

対  象  栄養教諭・学校栄養職員､市町教育委員会関係者 

（令和３年度参加実績 108人） 

 

   イ 食に関する指導研修会（兵庫県学校給食・食育支援センターとの共催事業） 
     栄養教諭として必要な知識等を習得し、資質の向上を図る。 
     期  日  令和４年11月～令和５年２月（１回） 
     場  所  未定 
     内  容  食に関する指導の実践事例を用いた研究・協議 等 
     対  象  栄養教諭・学校栄養職員（令和３年度参加実績 34人） 
 
  (3) 学校給食の衛生管理の充実        
    「学校給食衛生管理基準」等の趣旨の徹底を図るため、研修を実施するとともに

学校給食施設の状況調査及び衛生管理面の改善指導を行う。 
 
   ア 学校給食衛生管理推進研修会      
     期  日  令和４年７月～８月 
     場  所  県内５地区（教育事務所単位、阪神・丹波地区は合同開催） 
     内  容  食品の衛生的な管理のあり方 等 

   対  象  調理員､栄養教諭・学校栄養職員､市町教育委員会関係者等 

（令和３年度参加実績 615人） 
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イ 学校給食の衛生管理等に関する調査研究（文部科学省委嘱事業）        
         期  日  令和４年６月～令和５年２月 
      内    容  学校給食調理場の衛生管理に関する実態調査、必要な資料の収集等 
      対  象  ７調理場 
 

２  地場産物を活用した学校給食の推進                           

地場産業や地域の食文化等への関心を高めるため、 
地場産物を活用した学校給食を生きた教材として 
活用する研修会を実施及び学校給食における地産地 
消を推進。 

 
内  容  本県の農畜水産業についての理解、 

農畜水産物の活用のための方策 

     対  象  栄養教諭・学校栄養職員 

 

（参 考）他部局関連事業 【農林水産部】 

学校給食における県産食材の供給拡大事業 

  学校給食での県産品活用をさらに促進するため、アドバイザーの活用等により、学校給食での県

産品使用割合の増加を図る 

   ・学校給食アドバイザーの派遣  1,700千円 

    生産者側と給食側それぞれの課題やニーズを調整するためのアドバイザーを市町に派遣し、県

産 
食材の供給体制の構築を図る 

    対 象：市町（10市町） 

    派遣回数：最大６回／市町 
    派 遣 者：農食連携コーディネーター、食育サポーター 等 
   ・情報交換・成果発表会の開催（１回） 102千円 

    アドバイザー派遣で得られた成果を共有、需給調整、取組拡大を促進する 

     事業内容：成果発表、今後の取組の提案（県域での需給調整 等） 

     対 象 者：アドバイザー、農業関係者、学校関係者 等 

・県産食材加工品の利用支援  3,995千円 

   県学校給食・食育支援センターが扱う県産食材を原料とする加工品を給食に提供する際、県外   

  産加工品との価格差を補填する（モデル地区として10箇所） 

・学校給食における食育活動の実践支援  1,500千円 
生産者が行う児童、学校教諭に対する食や農に関する学びや体験機会の提供を支援する 

事業内容：学校を対象とした生産者による食育活動（出前講座、農業体験 等） 

実施手法：委託（生産者、ＪＡ 等） 

委 託 費：250千円／１件（上限） 

採択件数：３件（令和３年度） 

 

（香美町立柴山小学校 セコガニ給食） 
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（参 考）兵庫県食育推進計画（第４次） 【計画年度 令和４年度～８年度】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校における食育の推進 

○ 食に関する指導の充実 

    ・学校教育活動全体を通じた食育 

・栄養教諭によるコーディネート 

・中学校における食育の推進 

○ 学校給食の充実 

○ 食育を通じた健康状態等の改善 

○ 学校・家庭・地域との連携 

    ・家庭との連携 

・地域との連携 

□基本理念 

心身の健康の増進と豊かな人間形成、明るく心地よい家庭と元気な地域づくりの実現 

□キャッチフレーズ 

「 食で育む 元気なひょうご “実践の「わ」を広げよう” 」 

□基本方針 
○ すべての県民がさらに食育活動をすすめ、元気な地域をつくる 
○ 県民が生涯にわたり健全な食生活を実践することができるよう、すべての関係者で食に関す

る環境の整備を図る 
○ “ひょうごらしさ”を活かし、「新しい生活様式」やデジタル化に対応した食育をすすめる。 

（ひょうごの五つの国（地域）の特長、震災の経験と教訓） 

「食育推進計画（第４次）」指標と目標値一覧 

指  標 現状値 目標値 
公立小中特別学校教

職員における食に関

する校内研修の実施

率の増加 

今後把握 100% 

食育を７教科の中で

実施した中学校の割

合の増加 

75.5％ 

（63.0%） 
100％ 

学校給食を活用し、

地場産物について指

導している小・中学校

の割合の増加 

今後把握 100% 
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Ⅲ 健康教育・安全教育の推進 

 

  多様化・深刻化している心身の健康・安全課題の現状に対し、生徒の発達段階を考慮

して学校教育活動全体を通じて適切に行うことにより、生涯を通じて自ら健康で安全な

生活を送るための資質・能力を培うため、保健安全にかかる教育や管理の充実に取り組

むとともに、学校保健安全体制の充実に取り組む。 

 

 １ 学校保健体制の整備・充実                                         1,924千円 

   児童生徒への保健・安全教育の充実、健康管理の徹底を図るため、現代的な健康課

題に関する内容及び関係機関等との連携による組織的対応についての研修会・講習会

等を実施。 

  

  (1) 兵庫県学校保健研究協議大会  

学校保健の充実を図るため､当面する学校保健、安全教育の諸問題、児童生徒の健

康増進について研究を深める｡ 

    期  日  令和４年10月27日 

    場  所  相生市文化会館 

    内  容  講演、研究実践発表、表彰等 

    対  象  校長、保健安全担当教諭、養護教諭、学校医、学校給食関係者及び

関係団体等（令和３年度 紙面開催） 

 

  (2) 兵庫県学校保健主事・担当者研究協議大会  

    学校保健主事・担当者の資質向上を図るため、職務上の諸問題について研修を深 

める。 

    期  日  令和４年８月22日 

    場  所  神戸市総合教育センター 

    内  容  学校保健の諸問題をテーマとした講演、校種別研究協議 

    対  象  小・中・高・特別支援学校保健主事・担当者等 

            （令和３年度 紙面開催） 

   

(3) 県立学校保健部長研究協議大会 

    保健部長の資質向上並びに各学校での保健・安全指導及び管理の充実を図るた

め、学校保健及び学校安全に関する研究協議を行う。 

    期  日  令和４年５月16日 

    場  所  西館大会議室 

    内  容  保健部長の職務に関する講義、学校における保健安全に関する講演 

    対  象  県立学校保健部長、保健安全関係職員等 

（令和３年度参加実績 156人） 

  

(4) 薬物乱用防止教育、性に関する指導・エイズ教育 

薬物乱用防止教育や性に関する指導・エイズ教育に関する教職員の指導力の向上

及び健康教育を推進するため、研修会を開催し、各学校において講師となる人材の

育成を図る。 

ア 薬物乱用防止教室講習会 

     期  日  令和４年７月 

     場  所  神戸市内 

     内  容  最新の薬物乱用防止教育に関する 

情報提供、講演、演習 

対  象  学校医、学校薬剤師、保健師、学校 

保健担当者（令和３年度参加実績 89人） 
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   イ 性に関する指導・エイズ教育研修会 

     期  日  令和４年10月 

     場  所  兵庫県民会館 

     内  容  性に関する指導・エイズに関する講演 

     対  象  小・中・高・特別支援学校教員等 

（令和３年度参加実績 150人） 

 

(5) 健康教育研修会 

     児童生徒の実態に即した学校保健の充実を図るため、学校における心身の現代的

な健康課題への対応について理解を深める。 

     期  日  令和４年10月 

     場  所  兵庫県民会館 

     内  容   講演 

     対  象  幼・小・中・高・特別支援学校管理職、教員等 

（令和３年度参加実績 160人） 

 

  (6) スクールヘルスリーダー派遣事業（文部科学省補助事業）     （924千円） 

児童生徒が抱える現代的健康課題に適切に対応できる体制を整備するため、経験

の浅い養護教諭（新規採用後２～４年次）の１名配置校や養護教諭のいない分校１

校に、スクールヘルスリーダー（退職養護教諭）を派遣する。 

    ア 派 遣 校     ７校程度 

    イ 協議会の開催   

      構 成 員  有識者、スクールヘルスリーダー   

      内  容  指導内容の共通理解、現状課題の検討、研修 

 

 (7) がん教育総合支援事業                                 （1,000千円） 

    学校におけるがん教育に関する推進体制を構築するため、モデル校を指定し実践

研究を行うとともに、事業成果を普及する研修会等を開催する。 

    ア 協議会の設置 

      構 成 員  学識経験者、医師会関係者、学校保健関係者、県行政関係者 

      内  容  がん教育の計画作成に対する指導・助言、事業成果の検証 

    イ 研修会、実践発表会の開催   

対  象  学校保健関係者、外部講師等（令和３年度参加実績 114人） 

講  師  大学教授、医師等 

    ウ モデル校  小・中・高・特別支援学校 各１～２校 

      内  容  専門家等による講演会、児童生徒意識調査 
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 ２ 学校安全体制の整備・充実                                        3,003千円 

   学校管理下における事故防止、交通安全及び生活安全に関する指導力の向上を図る

ため、校舎内外の施設・設備、通学路等の安全点検など、「生きる力をはぐくむ学校

での安全教育」（H31.3月文部科学省）に基づいた、学校安全体制整備の充実に向け

た講習会、モデル事業等の実施。 

   

  (1) 学校安全教室講習会（文部科学省委託事業） 

    各学校での安全教室の開催を推進するため、学校における防犯や交通安全教育に

関する指導者の資質向上及び安全管理体制の構築についての講習会を実施する。 

  

    期  日  令和４年11月１日～２日 

    場  所  兵庫県民会館 

    内  容  学校における安全管理や安全指導についての講義、講演 

    対  象  小・中・高・特別支援学校教員、学校安全ボランティア 

（令和３年度参加実績  212人） 

 

  (2) 学校安全総合支援事業（文部科学省委託事業） 

    地域全体での学校安全推進体制を構築するため、合同通学路点検など各種の取組

や関係機関等の連携促進に取り組むモデル地域を設定する。また、全県での協議会

を開催する。 

 

   ア 学校安全推進のための取組支援 

実 施 校  小・中・特別支援学校６校（市町立３校、国立・県立３校） 

     内  容 ・学校安全に関する科学技術等を活用した取組を支援 

          ・兵庫県警察等から講師を招いて、護身術を含めた不審者対応訓練 

・通学路安全対策アドバイザーの派遣 

・登下校時を含めた日常的な学校の安全を確保する体制の整備 

          ・研究成果発表会の開催 
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イ 学校安全対策合同会議の開催 

     期  日  令和５年１月 

     場  所  兵庫県民会館 

内  容  学校安全対策に関する意見交換・協議 

県内の学校安全推進校の取組を共有 

     対  象  市町教育委員会学校安全担当者、県立学校安全担当者 

（令和３年度参加実績  75人） 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校安全に関する指標と目標値一覧 

指  標 現状値 目標値 
学校管理下における災害

（負傷・疾病）共催給付件

数の減少 

50,779件 (R元値) 

（50,782件） (H30値) 
前年度比減 

学校安全教室講習会に参

加した県立学校の割合の

増加 

37.4％ (R3値) 

（52.3%） (R２値) 
100％ 

登下校の見守り活動が行

われている学校の割合

［小］の増加 

99.8％ (R3値) 

（99.8%） (R2値) 
100％ 
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県立学校における新型コロナウイルス感染症を踏まえたこれまでの対応 

 

「新型コロナウイルス感染症に係る兵庫県対処方針（県教育委員会独自措置を含む）」

や「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理マニュアル」（文部科学

省）に基づき、「学校に持ち込まない、学校内に広げない」を基本とし、地域の感染状況

を踏まえ、学習内容や活動内容を工夫しながら、感染症対策と児童・生徒の健やかな学び

の保障を両立していく。 

 

１ 主な感染対策と対応 

（１）基本的な感染拡大防止対策 

・感染源を絶つため、日々の検温や健康観察を徹底する 

・感染経路を絶つため、手洗い、咳エチケット、清掃・消毒、黙食の指導を行う 

・抵抗力を高めるため、十分な睡眠、適度な運動及びバランスのとれた食事を心掛け

るよう指導する 

・「三密（密閉・密集・密接」を避けるため、マスクの着用（不織布マスクを推 

奨）、身体的距離の確保、換気等を徹底する 

 

（２）緊急事態宣言期間中の主な対応 

教育活動 部活動 

・（感染警戒期）県外活動や校外から大人数

を招く校内行事は原則行わない 

・（感染拡大期）校内においても感染リスク

の高い学習活動は行わない 

・（感染警戒期）校内活動のみ 

・（感染拡大期）原則休止 

 

（３）まん延防止等重点措置期間中の主な対応 

教育活動 部活動 

・（感染警戒期）行動制限を伴う措置を実施

している区域での活動を見合わせる 

・（感染拡大期）県外活動は原則行わない 

・（感染警戒期）県内活動のみ 

・（感染拡大期）県内においても合同

練習や合宿は行わない 

 

２ 県立学校児童・生徒及び教職員の感染者数（令和４年１月１日～３月31日） 

※休業日は報告がないため０名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 県立学校臨時休業の状況（令和４年１月１日～３月31日） 

 

 

 

 

 

1/27  166名 
【まん延防止等重点措置】 

2/1  230名 
（第６波ピーク） 

3/22  54名 
（3/21重点措置解除） 
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３ 県立学校臨時休業の状況（令和４年１月１日～３月31日） 

※延べ数（同一校の複数学級、学級閉鎖から学年閉鎖への移行、延長等を含む） 

区 分 学校数 学級閉鎖 学年閉鎖 休 校 

高等学校・中等教育学校 １３６ ６９ ６９ ０ 

特別支援学校 ２７ ２５ ５７ １ 

合 計 １６３ ９４ １２６ １ 

 


